
2023(令和５)年度決算

福岡市の財政は黒字を更新中！お金があるなら、ためこむよりも
市民の日々の暮らしにもっと税金を使うべき！　暮らし

・単独世帯は過去最多、全世帯の３４．０％と割合も過去最大

・児童のいる世帯は過去最少、全世帯の１８．１％と割合も過去最小

・１世帯あたり年間平均所得金額は５２４．２万円で前年比２１．５万円も減少

・生活意識が「苦しい」とした世帯は５９．６％と上昇し、全体の約６割に増加

２０２３年度の国民の生活は…

「２０２３（令和５）年度　国民生活基礎調査の結果」厚生労働省

　円安、物価高への影響はもとより、他国への援助金、防衛費の拡充によって　

　（不要な！）増税が検討され、私たちの暮らしは二重に圧迫されつつあります。

今までに経験したことがない社会に突入しています

　誰かだけ、どこかだけが利益を享受するなんてもってのほか！住民の暮らしを肌身に感じる地方自治体

だからこそ、市政の家計簿である「決算」のいわばレシートを、きちんと吟味することが議員としての役割。

●福岡市の２０２３年度一般会計は実質収支約９４億円の黒字。特別会計も黒字、基金への積み立て等もあり、

　もっと住民の福祉の充実、物価対策等に活用すべきではないでしょうか。

誰一人取り残さない社会、ウェルビーイングな社会の実現を！

「戦争の準備をすれば、そこが戦場になる」・・・自衛隊の博多港の特定利用港湾指定承認の撤回を求めます。

●２０２３年２月２８日、福岡市の「海の中道海浜公園」で、航空自衛隊のミサイル防衛のための「地対空

　誘導弾 PAC-3」展開訓練を実施。さらに福岡市は博多港の特定利用港湾指定（４月１日）を、議会にも

　諮らず市民にも知らせず承認。市長は未だ説明責任を果たさず。

●戦争の訓練準備より、日々の暮らしのために税金を使うべき。また、マイナンバーへの一体化、ワクチン

　接種等にも多くの税金と人手がつぎ込まれました。情報統制、個人情報紐づけ、管理監視社会。

　一部企業や誰かの利益を黙認する経済成長優先の財政から、「人優先」、子ども・若者、環境へ投資する

　財政に転換することを求めます。

戦争の訓練をしている場合ではなく、気候危機、食料危機への対策を！

議会中継動画　決算関係議案討論　森あやこ　１０月９日　

※福岡市議会ホームページより

未来を担う 子どもや 若者の 希望を奪わない社会や環境を！

一般質問　　　　　　　　9月子どもにやさしいまちは、すべての人にやさしいまち。
「こども基本法に準じた、子ども権利条例が必要です」
　人口も、経済も、すべてが右肩あがりの時代は終わりです。社会全体が低迷する中、子どもや若者、

子育て、教育の充実は重要で、未来に希望を持てる社会にすることが、政治の責任です。大人の背中

を見て育つ子どもたち。大人も幸せでないと、子どもたちに希望のバトンは渡せないと考えます。

　現在、全国６９の自治体で、子どもの権利条例が制定されています。教育と

人に予算をかけ、子どもにやさしいまちづくり（Child Friendly Cities）を

具体的に進めるためにも、市民とともにつくる「福岡市子どもの権利条例」の

策定を強く求めます。

質問　「子どもの権利を守る教育について」

　子どもの権利を守ることを目的とした「こども基本法」が、２０２３年４月１日に施行され、子どもを

「権利の主体」とし、権利を保障する総合的な法律が日本でやっとできました。子どもの利益を最優先

に考えるためにも、自治体の役割がますます重要となっています。施行から１年半が経ち、以下の取り

組みについて市政に要望しました。

● 子どもの人権教育の取り組みの強化。

● 学校における児童・生徒の個人情報の慎重な取り扱いの強化。

　 （日本は、国際的に通用する個人情報の取り扱いにすべきで、

　　法に反しない全般的な市政運営をされるよう強く求めた）

● DV 回避をはじめ、様々な事情がある児童生徒の丁寧な学校対応について。

● 昨年、学校安心メールを利用して、ワクチン治験接種の募集広告が流れ、

　 広告アンケートから個人情報の漏洩問題と、今年度の見直し・運用について。

● 自衛隊へ本人の同意なき名簿提供廃止。

● 小・中学校における平和教育の充実と、戦争に行かせるようなことをしない市政運営を求めた。

● 福岡市「子どもの権利条例」の必要性について。

（議会中継動画 一般質問 森あやこ ９月９日）　

※福岡市議会ホームページより

子ども

子ども家庭庁ウェブサイトより

https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo-kihon

平和・人権

　① 子ども・若者への支援。大学生や専門学校の学生への支援、子ども食堂など困窮者支援の

　　　民間団体への支援、医療費の無償化。保育園の副食費、学校給食の無償化への取り組み。

　② 格差是正への支援。上下水道料金の減免、医療や介護の負担軽減など、市民生活への直接支援。

　③ 人にやさしい働き方への改善、仕組みづくり。会計年度任用職員の処遇改善。

　④ グリーンインフラの本格的な推進。環境保全への取り組みと啓発。

　⑤ 食の安心・安全への支援と啓発。農地と農業者を守り、第一次産業振興への支援。

こども施策は、６つの基本理念をもとに行われます。

子育ては家庭を基本としながら、そのサポートが
十分に行われ、家庭で育つことが難しいこどもも、
家庭と同様の環境が確保されること。

家庭や子育てに夢を持ち、
喜びを感じられる社会をつくること。

５

６

すべてのこどもは大切にされ、
基本的な人権が守られ、差別されないこと。

すべてのこどもは年齢や発達の程度に応じて、
意見が尊重され、こどもの今とこれからにとって
最もよいことが優先して考えられること。

すべてのこどもは大事に育てられ、
生活が守られ、愛され、保護される
権利が守られ、平等に教育を受けられること。

年齢や発達の程度により、
自分に直接関係することに意見を言えたり、
社会のさまざまな活動に参加できること。
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